ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その４０
ストックによる相続は廃（すた）れ、フローによる相続（継承？）にシフトしていく
～～profits interest（利益持率）の活用例～～
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今週は「軽め」でいく。先週、米国partnership税制進化史の「最重要部」を書き終えたからだ。「最重要部」とは、正義論のサンデル先生もうなるだろう不思議なjustification、即ち、「LLCはnon arm’s length entityだ。」の事だ。描ききったと思う。ホッとした。
…ということで、今週は閑話休題的にオハコの話題の一つを軽めに取り上げることにした。ひと言で言うと、「profits interest活用が普及すると、相続税の仕組みは廃（すた）れていく」という話題だ。もう少し詳しくいうと…。
親は子に、ストックの財産を残す事はしない。その代わりその財産を、子が持つ才能の分野で活用するためのpartnershipを親子で作る。子には、その才能に応じてprofits interest（利益持率）が与えられる。その才能が発揮されその財産が活用され、フロー（利益）が生まれる。そのフローに利益持率を掛け算した分の分け前が子に渡る。親が亡くなるまでに、充分長い期間partnershipが事業活動できれば、当初その財産が持っていた価値と同等以上の財産が、子に渡るはずだ。
...というようないわば「フローによる相続」が自然と発生するという話題。
ここで重要なのは、子の利益持率の決定には「相当性の不審査法理」が適用されるということだ。例えば、親の「愛情」のこもった目からでしか子に見いだすことができない「特別な才能」に大きな利益持率を与えても、（相続権を有する親族等の「直接の関係者」でない限り）誰も文句を言えない。親子間の、closely heldなnon arm’s length契約だからだ。

例えば、利益持率を「親：子＝1％：99％」として、子に当初財産価値以上のお金が早く渡るようにして、相続税を実質上回避することも、そこに経済的実体
 がある限り、許されている。--- なお来週は、特別の才能などの無形財産を重視した利益持率付与の具体例として、（上記のような親子partnershipではないが）、Dream Works LLCを説明する予定。 ---
さて、無形財産重視の利益持率付与とは、見方を変えれば、partnership税制を活用すると、実質上、相続税を回避できるということだ。「family partnership estate tax」でGoogle検索すれば、2400万件もヒットする。ご覧になれば分かるが、指南するlaw firmは極めて多い。
実際、米国では従来の相続税の仕組みはなくなる方向にある。例えば、2010年の一年間は、相続税がゼロということが、本当に起きた。これは、2001年（子）ブッシュ政権発足時に、彼の選挙公約に従って作られた「相続税廃止法」のためだ。

「相続税廃止法」はブッシュ政権（2001年-2009年）によって実行開始された。2000年に相続税の最高税率は55%だったが、2001年から毎年1%ずつ下がり、2009年には46%になり、2010年には45%ではなくいきなりゼロになった。非課税枠
も減税の方向、即ち拡大し、2000年に100万ドルだったが、2004年150万ドルに2006年200万ドルに2009年350万ドルになった。2010年には税率ゼロだから非課税枠は必要なくなり廃止された。
2010年はブッシュでなくオバマの政権だが、2009年に政権に就いたオバマも、リーマンショック後の不況が続く中で、この相続税廃止法を踏襲したのだ。踏襲の理由としてはほかにも、「partnership税制を活用すると相続税を回避できること」をオバマが熟知していて、相続税を一年間廃止しても大きな支障はないと考えたことも挙げられるだろう。
その後、「オバマ政権は、2010年の一年間にゼロとされた相続税を、さかのぼって課税するのではないか」という観測も流れたが、オバマはそうしなかった。2010年に死亡した人が納めなかった相続税はそのまま「不問」にふされた。2012年時点で、相続税最高税率は法人税率と同じ35%、非課税枠は512万ドルとなっている。512万ドルといえば1ドル90円として4.6億円だ。結構巨額な財産の相続が非課税とされる。
脚注2に書いたが、日本は2013年税制改正で、非課税枠＝3000万円＋600万円×法定相続人人数、となった。現在、非課税枠は、米国4.6億円、日本4000万円ほど。一桁違う。日本の相続税は「増税」の方向。「米国では実質上、相続税は廃止された」のとは対照的だ。
もっとも、オバマの相続税政策はブッシュのそれと異なり単なる「廃止」ではないことに注意したい。
オバマとブッシュの相違点（１）　オバマもブッシュと同じく「相続税廃止」の方向を踏襲しているが、非課税枠の更なる大幅拡大や税率ゼロは容認しない方向だ。オバマの税制政策の柱は「partnership税制整備による経済民主化」と「富裕層への増税」だ。後者の「柱」をしっかりと立てるため、非課税枠の更なる大幅拡大や税率ゼロは容認しない。
富裕層が巨額のストック財産を遺族に残した場合は、或る意味容赦なく相続税を課す。ここが、オバマがブッシュと違うところの一点目だ。

オバマとブッシュの相違点（２）　ラッチェス法理（doctrine of laches
）というのが英米の衡平法（equity law）にはある。『自らの権利を行使しようとせず、「権利の上にあぐらをかく」ことで適切な時期に権利行使を行わなかった者を救済しない』という法理だ。

この法理を敷衍して考えれば、「相続税」とは、親の財産を活用しなかった子のラッチェス（懈怠の罪）に対するペナルティーだ、と解釈することができる。また、親の財産を活用した子は「相続税」を免れる権利がある、と考えることもできる。
ブッシュの「相続税廃止法」では、子がラッチェス（懈怠の罪）を冒しても相続税を免れることができてしまうが、オバマは「それはダメ」といっているのだ。ここが、オバマがブッシュと違うところの二点目だ。
「親財産を活用した子は相続税を免れうる」を日本風に考えるなら、「児孫に美田を残す」のはダメだが、荒れ地を児孫に与えてそれを美田に変えたのならそれは児孫のものだ、というようなことだろう。

なお、この伝（でん）でいくと、日本の2013年税制改正で施行される「1500万円までの教育資金の祖父母から孫への贈与は無税」は、ラッチェス法理違反とまでは言えないが、もうひと工夫の余地 --- 例えば、孫が社会人になったあと獲得する事柄（所得、タイトル、医療費の少なさ、等、該祖父母が孫に期待する何か）の大きさに応じた贈与も必ず付帯させるというような --- があるのではと齋藤は思う…。
先ほどの親子partnershipの話で2011年2月の武富士判決を思い出した読者も、いるかもしれない。
この事件のあらましは、『武富士元会長夫妻は、武富士株約1569万株を持つオランダ法人の株式の90%を長男（香港居住）に贈与。長男に東京国税局は2005年、約1650億円の申告漏れを指摘した。2011年2月最高裁は「長男の住所は香港であり、日本への納税義務はなかった。国は裁判中に生じた利子約400億円等も含め約2000億円を返還する。」と述べ、この判決が確定した。』というものだ。見方によっては、日本の国庫に入るべき2000億円が武富士元会長の長男に渡ったとも取れる事件だ。
読者の中には、相続税と贈与税の違いこそあれ似ていると考え、齋藤のいうような「partnership税制活用による相続税回避」が普及すると、この様な「眉をひそめること」が頻発すると心配する人もいる…だろう。
ズバリ、心配はある。というか「大あり」だ。「逆ギレ」して申し訳ないが．．．。

何度も言うようだが、社会哲学の根底にSubsidiarityとSolidarityが埋め込まれて、それらから演繹されるCode体系ないしcommon law体系を持った社会においてのみ、partnershipの税法・会計法・会社法は機能する。
表層的に、partnershipの仕組みが生み出す「うまみ」だけを取り入れるのは土台無理な話だ。デメリットがメリットを必ず上回ってしまう。人々の精神構造など社会の根底から変革しない限り、メリットがデメリットを上回ることはない。
「今週は軽めで行く」と冒頭で述べたのに、結局、キツイことを言ってしまった。スミマセン。ただ、Dream Works LLCの話、つまり、「無形財産重視の利益持率付与」の話を述べる前に、どうしても話しておかなければならない事柄を、今週はお話しした。アシカラズ。
…今週は以上。来週は、Dream Works LLCを紹介する予定。乞うご期待。
� 経済的実体とは、a) 目的として、税効果以外の目的を有していること。b) 結果として、税効果以外で経済的ポジションが変化すること。この二点から構成されることが、オバマ政権によって2010年codifyされた。


� 日本では相続税は相続人が払うが、米国では被相続人（というか遺産管理人）が払う。従って、日本のような相続人ごとの非課税枠は、米国にはない。ちなみに日本は2013年の税制改正で相続税の非課税枠が4割減になる。即ち、非課税枠が5000万円から3000万円に減らされる。税率もアップされる。税率も非課税枠も、米国とは逆の動きだ。


� lachesとは「懈怠の罪」「怠慢の罪」の意味。
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